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要旨：曲げ降伏先行型の履歴則の一つに用いられている剛性低下型の復元力特性において，除荷時の剛性は

履歴消費エネルギーの大きさに影響を及ぼす。本論文は，除荷時の剛性をパラメータとする地震応答解析を

行った。その結果，除荷時の剛性が低下するに伴い応答変位が増大する傾向は，等価粘性減衰定数が小さく

なっていることが要因であることを示した。また，等価粘性減衰定数の縮小を簡単な係数で表し，それを既

往研究で提案した応答変位の予測式に乗じて評価することで除荷時の剛性を考慮できる予測手法を示した。 
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1. はじめに 

 中低層鉄筋コンクリート造建築物の耐震性能において，

塑性変形を許容する場合は，地震動による入力エネルギ

ーを履歴消費エネルギーによって吸収し変形性能を有す

ることが望まれる。設計そのものは，部材の終局強度を

規定した耐震設計指針に変形性状を考慮して改訂された

日本建築学会編の「靭性保証型の耐震設計指針」1)を参照

することが多い。同指針では，鉄筋による拘束効果など

を加味した配筋規定が明確化され，部材の変形性能を確

保することを規定している。しかし，地震時に生じる応

答変位を直接算出する設計手法にはなっていない。近年

の建物に対する要求性能としては，単に倒壊を阻止する

だけでなく地震後も支障なく建物を継続利用できること

が望まれている。それらを踏まえて，地震時に生じる応

答変位を陽に算出できる設計法となる「等価線形化法に

基づく耐震性能評価型の設計指針（案）」2)が示された。 

 筆者らにおいては，従来，個別解析法と扱われてきた

地震応答解析において多数の地震波（観測地震波および

模擬地震波を併せた計 396 波）を用いた解析を行い，中

低層鉄筋コンクリート造建築物の応答変位に関する一般

的な傾向を見出し，応答変位の予測式に関する検証を進

めている 3)～5)。具体的には，等価線形化法で用いられる

減衰補正係数や等価周期を係数化し，簡易に応答変位を

算定できる手法の提案を試みている。検証に際しては，

地震動が建物に与える最大ポテンシャルエネルギー，す

なわち，入力エネルギーとみなすことができる速度応答

スペクトル（減衰は 5％）に着目している。ただし，実際

のスペクトル形状は凹凸を有する複雑さがあることを踏

まえて建物の降伏点周期に応じて積分範囲を変化させて

求める平均値（以下，速度スペクトル平均値 aveSvとする）

を取り上げている。予測式の提案そのものは，式(1)に示

すように，aveSv の積分範囲となる周期帯を降伏点周期 Ty

の 0.9～1.1 倍とし，それを特定周期 0.2 秒で除した aveSv

を定義したうえで 0.16 を乗じる形となっている。 

   calδmax =0.16 aveSv            (1a) 

   ここで，aveSv = dT)h(
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式(1)は，曲げ降伏先行型の建物を対象としており，地震

応答解析を行う際の復元力特性は除荷時の剛性を Ky/μy
γ

で表した際の γ を γ=0.4 とする検証を進めてきた。ここ

で，Ky は降伏点時の等価剛性，μy は塑性率を表し，γ を

除荷時の剛性低下指数と呼ぶ。しかし，繰返しの地震動

を受けると曲げ降伏後のせん断破壊や主筋の付着劣化に

より履歴特性に耐力低下やスリップ特性が生じることが

あり，この特性を有する建物に対して等価線形化法を用

いて応答変位を評価する検証がなされるに至っている 6)。

一方，式(1)で曲げ降伏先行型の建物を対象とするに際し

ても，γ は復元力特性の仮定に対するばらつきの一つと

なる。γそのものは，履歴消費エネルギーの大きさに影響

を及ぼし，入力地震波が同じにあっても応答変位は異な

る値をとる 7)。すなわち，γも地震時応答に影響を与える

パラメータとなるが，耐力低下やスリップ特性に関する

検証に比べて研究事例は多いとはいえない。 

 本論文は，文献 5)で行った地震応答解析（地震波の入

力速度の最大値を 10Kine～130Kine とした際に得られた

応答変位）に除荷時の剛性低下指数 γをパラメータに追

加した。γの違いによる応答変位の差異は，等価粘性減衰

定数の観点で検証し，その結果を用いて γの違いを考慮

できる応答変位予測式の提示を目的とした。 
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2. 地震応答解析の概要 

 地震応答解析の条件は，既往研究 3)～5)と同じであり，

除荷時の剛性低下指数がパラメータ（γ=0.4，0.5，0.6）に

追加されている。以下に，地震応答解析の概要を示す。 

2.1 解析条件 

 解析対象の建物は，曲げ降伏が先行する純ラーメンRC

造建物を想定し，建物階数が 3，7，11 階の 3 種類とし

た。各階平面寸法（10m×30m），各階階高（h0=3.3m），各

階重量（Wi=3600kN であり，面積換算で 12kN/m2）は，

一定とした多層モデルを後述する方法により等価 1 質点

に縮約した。縮約した等価 1 質点系の骨格曲線は，図－

1 に示すひび割れ点および降伏点（降伏変形角は

Ry=1/150rad と仮定した）から構成されるトリリニア型と

した。ひび割れ耐力 Qcは，降伏耐力 Qyに対して Qc=Qy/3

としている。ひび割れ時の剛性 Kcは，降伏点時の等価剛

性 Ky=Qy/δyに対して Kc=3Kyとした。 

 等価 1 質点系への縮約は，各階の階高 h0および質量 m0

が一定なので，最も単純なモデルとして 1 次の固有振動

モードに逆三角形分布を仮定し，等価高さ Heと等価質量

Meをそれぞれ式(2)の各式で与えた。 
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   H，M，N：建物の総高さ，総質量，総階数 

   h0，m0  ：各階の階高および質量 

したがって，降伏耐力 Qy および降伏変位δy は，それぞ

れ Qy=Cyb Me g およびδy=He Ryより求まる。降伏せん断

力係数 Cyb は，0.3，0.4，0.5，0.6 の 4 種類とした。表－

1に，解析建物の降伏点周期 Tyの一覧を示す。 

 履歴則は剛性低下型とするが，降伏点に達するまでは

原点指向型とした。降伏後の 2 次剛性は 0.001Kc とし，

せん断力が零まで除荷した点から最大変位点を指向する。

数値積分は，Wilson の θ 法で刻み時間を 0.001s とした。

減衰は，減衰定数を 5％とする瞬間剛性比例型とした。 

2.2 入力地震波と速度応答スペクトル 

 入力地震波は，模擬地震波 3 波と観測地震波 6 波とし

た。模擬地震波では，平成 12 年建設省告示 1461 号で規

定する減衰 5％に対応する解放工学的基盤における告示

の速度応答スペクトルを目標に作成した。表層地盤によ

る増幅率は，第 2 種地盤（平 12 年建告第 1457 号第 7）

を用い，位相特性は乱数（個数：3），包絡関数は Jennings

型，継続時間は 60s とした。観測地震波は，模擬地震波

と異なる特性として直下型地震動に着目し，文献 3)で用

いた観測地震波のうち 1994 年 Los Angeles 地震および

1995 年 兵庫県南部地震を取り上げた。以下，本論文で

は，模擬地震波を海溝型地震動と位置付ける。 

 
図－1 解析に用いる復元力特性 

 

表－1 解析建物の降伏点周期 Tyの一覧 

 
 

表－2 入力地震波の一覧 

 

（注）表中の td/Tdは，全継続時間 Tdに対する有効時間 tdの比であり，  

   tdは地動の加速度波形 2 乗積分値が Tdに対して 5％～95％とな 

   るときの時間である。ここで，td/Tdの値が小さいほど直下型地 

   震動となる。 

 

 
 

図－2 入力地震波(50Kine 基準化時)の 

  速度応答スペクトル(h=5％) 

 

 表－2 に，入力地震波の一覧を示す。これらの地震波

は，速度波形の最大値を 10Kine～130Kine（刻み 10kine

ずつ）に基準化した。図－2 に，入力地震波の速度応答

スペクトルとして，入力速度の最大値を 50Kine とした一

例を示す。横軸の周期は，本論文解析建物の降伏点周期
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Qc=Qy/3，Kci=3Kyi

μy：塑性率

（注）降伏変形角は，1/150radとした。
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（Ty≒0.5s~1.5s）が塑性率 μ=5 程度の時の等価周期（約

1.1s~3.4s）を考慮した 4s までを示した。速度応答スペク

トルの計算刻み時間は，0.01s とした。 

 

3.応答変位と速度スペクトル平均値の関係 

 図－3 に，応答解析から得られた履歴曲線として，想

定 3 階建て，Cyb=0.3 に着目し，模擬地震波および観測地

震波それぞれ代表例を示す。図は，除荷時の剛性低下指

数 γの比較で図示しており，図中の〇印は，応答変位の

正負絶対値の最大値を表す。図において，直下型地震動

となる兵庫県南部地震をみると，入力速度 40Kine では

γ=0.4，0.5，0.6 いずれも応答変位の最大値が正側で得ら

れているが，入力速度 60Kine での γ=0.4，0.5 は負側と符

合が反転している。しかし，入力速度 80Kine ではいずれ

の γも負側，入力速度 120Kine ではいずれの γも正側と

なっている。すなわち，γが同じであっても，入力速度の

違いにより応答変位の最大値を生じる符号が様々にある。

また，入力速度が同じであっても γの違いにより符号が

異なり，その傾向に定性的な特徴は有していない。これ

は，直下型地震においても建物は少なからずの繰返し地

震動を受けており，このとき建物の固有周期が時々刻々

と変化し地震動の卓越周期との相互作用が複雑に変化し

ている。加えて，本論文の解析では，塑性変形をもたら

す入力エネルギーが入力速度に応じて変化しており，そ

の大きさと瞬間時刻の共振特性との組み合わせにより履

歴ループに片寄りが生じた場合と片寄りの影響を受けに

くい場合とが複雑に影響しあったためと考える。このよ

うな傾向は，海溝型とみなした模擬地震波でもみられる。 

 上記の特徴がある中で，図－4 に図－3 から得られた

応答変位 Sδmax を入力レベルとの関係で整理した。図より，

入力速度が 10～30Kine 程度の場合，除荷時の剛性低下指

数 γの違いに関わらず塑性率が概ね 1 以下にあり，この

範囲では γの影響を受けない。それ以降，γ=0.5 および 0.6

の復元力特性から得られた応答変位は，γ=0.4 のそれに対

する差（変位増大率）が生じ，その変位増大率は γ=0.5 よ

り γ=0.6 の方が大きい。また，その傾向は，入力速度が

大きくなるにつれ顕著となる。すなわち，除荷時の剛性

低下指数が大きくなる（言い換えれば，除荷時の剛性が

小さくなる）につれ塑性化時の履歴消費エネルギーが小

さくなるので，応答変位そのものは塑性化の程度が大き

くなるとともに γの違いの影響を受けることになる。そ

のため，入力地震波が同じであっても入力速度が増大す

る中で，γ=0.6 の方が γ=0.4 より変位増大率が大きい傾向

にあることが 7)，本論文の解析条件においても確認でき

た。ただし，前述したとおり，応答変位の最大値は，例

えば正側などの一方向で得られていないので，γ の違い

による変位増大率にはばらつきを有する。 

 

 

 

図－4 応答変位と入力速度の関係の代表例 

   （想定 3階建て，Cyb=0.3 による一例） 
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観測地震波（No.3）：1995 年兵庫県南部地震(神戸海洋気象台)，NS 成分 

 

図－3 応答解析から得られた履歴曲線の代表例（想定 3階建て，Cyb=0.3 による一例） 
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図－5 模擬地震波および観測地震波それぞれの平均値

による応答変位と式(1b)aveSvの関係 

 

 次いで，応答変位 Sδmax と式(1b)の速度スペクトル平均

値 aveSv の関係を調べる。なお，本論文では，海溝型およ

び直下型それぞれについて，除荷時の剛性低下指数 γが

応答変位に及ぼす影響を検証することにあり，個々の地

震波によるばらつきは大きな問題としていない。本論文

では，応答変位の傾向を入力速度ごとに把握するという

観点に立ち，模擬地震波および観測地震波それぞれ同一

入力速度ごとの平均値を求めた。 

 図－5に，応答変位 Sδmax と速度スペクトル平均値 aveSv

の関係を示す。図より，いずれの γも Sδmax は aveSv と比例

関係にあるといえる。その際，γ=0.6 においては，海溝型

とみなした模擬地震波の方が繰返し地震動の影響を受け

直下型の観測地震波より aveSvの増大に伴う応答変位の増

大が大きい傾向にあるが，その差は極めて大きいもので

もない。そこで，図中には，地震波を区別せず Sδmax と aveSv

の間で求めた直線回帰式を示したが，γ=0.4 の回帰係数は

式(1a)中の係数 0.16 に概ね近似した値が得られた。γ=0.5

および γ=0.6 については，それぞれ 0.181 および 0.229 が

得られた。したがって，式(1a)中の係数を修正すれば，除

荷時の剛性低下指数を考慮した応答予測式に修正できる

可能性がある。 

 

4.等価粘性減衰定数を用いた考察 

 地震入力エネルギーに対する履歴消費エネルギーの性

能は，等価粘性減衰定数で評価することが多い。本章で

は，除荷時の剛性低下指数ごとに等価粘性減衰定数の違

いを把握する。 

 定常振動から得られる 1 ループ当たりの履歴面積に対

しては，等価粘性減衰定数 roopheq が式(3)より求められる。 

   roopheq =(1/4π) ⋅ (ΔW/W)           (3) 

    ΔW：履歴ループ 1 サイクル当たりの履歴面積 

    W ：等価ポテンシャルエネルギー 

図－1 に示した復元力モデルにおいて，ひび割れ点を無

視した単純なバイリニア型を与え，降伏点以降の 2 次剛

性を零とした骨格曲線を考える。このとき，幾何学形状

から式(3)中の ΔW と W がそれぞれ ΔW =2(μmax-μmax
γ)Qyδy

および W =μmaxQyδy /2 で与えられる。これらを式(3)に代

入すると式(4a)が得られる。 

   roopheq =(1/π) ⋅ ( )1
max1

−
−

γµ          (4a) 

ただし，式(3)および式(4a)は，定常振動を想定しており，

これが非定常振動となると履歴消費エネルギー性能が低

下する。そのため，告示では，実地震動による非定常性

を考慮した係数として 0.25 を与え，かつ，初期減衰 5％

を考慮した式(5)が示されている。 

   lawheq =β1 ( )max/11 µ− +0.05，β1=0.25     (5) 

式(5)で係数 β1=0.25 は，部材を構成する材料および隣接

する部材との接合部が緊結された部材，すなわち鉄筋と

コンクリート間の付着が確保された場合に限られる。そ

れ以外のときは，係数 0.25 がさらに小さくなり，履歴特

性に応じた係数を検証することになる。本論文では，告

示の算定式を参照し，式(4a)を式(4b)で表し，同式中の係

数 β2 を除荷時の剛性低下数に応じて求める。 

   roopheq =β2 ( )1
max1

−
−

γµ +0.05        (4b) 

 なお，式(3)は，静的実験から得られた履歴曲線の結果

も当てはめることができるが，地震応答解析にもとづい

て等価粘性減衰定数を検証するときは，式(6)で示す

Substitute Damping 法 8)を用いることが多い。
0Z&& は入力

地震動の加速度， y&は弾塑性解析時の速度応答を表す。 

   eqh ′′
sub =  ⋅ ⋅−

dT

eq

dT

yyZ
0

2

0
0 dt2/dt)( &&&& ω       (6) 

以下，式(6)を用いた考察を行う。積分範囲は，地震開始

から地震終了時の全時刻（0～Td）とした。また，式(6)中

の等価角振動数 ωeq は，原点と最大変位点を結ぶ等価剛

性 Kmax をもとにした等価周期 Tmax をもとに評価するが，

筆者ら既往研究 9)の成果を踏まえ正負最大変位点の剛性

の平均値 ( ) 2/maxmax KK −++ に 0.82 を乗じた式(7)の等価

周期 eqT ′′ から求まる eqω′′ を用いる。 

   eqT ′′ = ( ) 2/82.0/2 maxmax KKM −++⋅π      (7) 
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図－6  模擬地震波および観測地震波それぞれの平均

値による subheq"と塑性率μmaxの関係 

 

図－6 に，入力速度が 10Kine～130Kine と増大する過程

で得られた eqh′′sub と塑性率 μmax（最大応答変位 Sδmax を降

伏変位で除した値）の関係を示す。図において，いずれ

も μmax の増大とともに eqh′′sub は大きくなっている中で，除

荷時の剛性低下指数 γが大きくなるにつれ eqh′′sub が小さく

なっている。γ ごとに最も適合する式(4b)中の係数 β2 を

求めると，γ=0.4，0.5，0.6 の順に β2=0.24，0.18，0.06 が

得られた。したがって，γが大きくなると等価粘性減衰定

数が小さくなり，応答変位が大きくなるといえる。なお，

筆者ら既往研究によると 9)，式(5)の告示式は，模擬地震

波から得られた eqh′′sub に対しては下限値，観測地震波から

得られた eqh′′sub に対しては中間値を，それぞれ表すことが

明らかになっている。図－6 中の γ=0.4 の結果に式(5)の

告示式の計算値を図示すると，上述と同様な結果にある。

一方，式(4b)中の μmax
γ-1 を√μmax に書き換え，告示式の β1

に相当する係数を同様にして求めると，γ=0.4，0.5，0.6 の

順に β1=0.250，0.175，0.050 を得る。本論文では，γ=0.4

については告示式との整合性，γ=0.5 および 0.6 について

は告示式との連続性を考慮して，式(4b)の roopheq を記号

eqh ′′roop で表し，式(5)の告示式を参照してそれぞれ式(8)

の各式で定義することにした。これにより，除荷時の剛

性低下指数の増大に伴う変位の増大は，等価粘性減衰定

数の低減で表せることになる。 

   γ=0.4： eqh ′′roop =0.250 ( )max/11 µ− +0.05   (8a) 

   γ=0.5： eqh ′′roop =0.175 ( )max/11 µ− +0.05   (8b) 

   γ=0.6： eqh ′′roop =0.050 ( )max/11 µ− +0.05   (8c) 

 

 (a)Fh√μeqとμeqの関係    (b)平均値φγとβ1の関係  

図－7  Fh√μeqの計算値 

 

5. 応答変位と式(1a)の計算値の関係 

 等価線形化法によれば，減衰定数 h=0.05 における等価

周期 Teq 時の速度応答スペクトル Sv(Teq,h0.05)に対して，

減衰補正係数 Fh および等価角振動数 ωeq=√(M / Keq)（こ

こで，Keq= Qy /Sδmax）を用いれば，応答点（疑似最大応答

変位 pδmax）が式(9)で与えられる。 

   pδmax =FhSv(Teq,h0.05)/ ωeq         (9) 

式(9)中の ωeq を等価周期 Teq=Ty√μeq で与え，Sv(Ty,h0.05)を

式(1b)で与えると，式(9)は式(10)で書き換えられる。 

   pδmax =Fh√μeq
π2

yT
dT)h,(

1
05.0 ⋅⋅

−

ybT

yaT
v

yy

TS
aTbT

 (10) 

Fh は，一般には等価粘性減衰定数の関数となるが，その

算定式に告示式（Fh=1.5/(1+10heq)）を用い，式(5)の係数

β1 に β1=0.250，0.175 および 0.050 を与えたときの Fh√μeq

と μeq の関係が図－7(a)として得られる。式(8)各式の傾

向を平均的に捉えるために μeq=1～5（μeq の刻み：0.1）間

の Fh√μeq の計算値の平均値（記号：φγ）を β1=0.250～0.050

（β1 の刻み：0.025）について求めた。得られた平均値 φγ

を β1 との関係で表すと図－7(b)が得られる。図の関係か

ら，φγと β1 の関係が式(11)で与えられる。 

   φγ=-2.0β1+1.5              (11) 

式(11)に β1=0.250，0.175 および 0.050 を代入した φγに式

(1a)中の係数 0.16 に乗じると，それぞれ 0.160，0.184 お

よび 0.224 が得られる。これらの値は，図－5で得られた

aveSv に対する回帰係数と概ね一致している。 

 以上から，除荷時の剛性低下指数 γの影響を考慮した

応答変位の予測式を式(12)で表すことにした。ただし，式

(12)は，φγ=1.00 として求めた変位を塑性率に換算して 1

以上となるケースについて適用される。 

   calδmax =0.16φγ ⋅ aveSv            (12) 

    γ=0.4（式(8a)）：φγ=1.00 

    γ=0.5（式(8b)）：φγ=1.15 

    γ=0.6（式(8c)）：φγ=1.40 
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図－8  模擬地震波および観測地震波それぞれの平均 

     値による応答変位と式(12)計算値の関係 

 

図－8 に，応答変位 Sδmax と式(12)計算値 calδmax の関係を

示す。図において，模擬地震波および観測地震波それぞ

れに対する Sδmax/calδmax の比に関する統計値（相関係数，

平均値，標準偏差）を求めた。図より，式(12)の計算値は

Sδmax の傾向を概ね捉えており，除荷時の剛性低下指数の

違いを含めた応答変位を式(12)で推定可能と判断する。

ここで，式(12)を用いれば入力レベルが連続的に大きく

なる過程で生じる応答変位を算定でき，これを評価対象

建物に応じた損傷度レベルと関連付ければ任意の要求レ

ベルに応じた耐震性能評価が行える。ただし，既報の文

献 5)でも示したように，得られた応答変位は変形角や塑

性率に換算する必要はある。また，損傷レベルを評価す

る上では残留時ひび割れ幅や残留変位なども判定指標と

なるが，これらは最大応答変位と関連付けることが多い。

そのような観点から，本論文は建物全体の地震時挙動と

して等価 1 質点に縮約された応答変位を評価対象として

いる。その際，多質点系における特定層の損傷分布など

も考慮する必要があるが，等価線形化法と同様に 1 質点

系に縮約できる建物を適用対象と考えている。 

 

6. まとめ 

 本論文は，曲げ降伏先行型の建物を対象とした際の剛

性低下型の復元力特性において除荷時の剛性低下指数 γ

は復元力特性の仮定に対するばらつきの一つとなる。そ

こで，応答変位に及ぼす影響の検証として，γ=0.4，0.5，

0.6 に着目し，模擬地震波 3 波および観測地震波 6 波の

入力レベルを 10Kine～130Kine と変動させた地震応答解

析を行った。得られた知見を，以下に示す。 

1） 模擬地震波および観測地震波それぞれ同一入力速

度ごとの平均値を用いて応答変位 Sδmax と速度スペ

クトル平均値 aveSv の関係を把握した。その結果，模

擬地震波と観測地震波の違いによる差異はなく，

Sδmax と aveSv は比例関係にあった。 

2） 除荷時の剛性低下指数ごとに等価粘性減衰定数を求

め，その定量化として告示式を参照した式(8)の各式

を示した。すなわち，除荷時の剛性低下指数の増大

に伴う変位の増大は，等価粘性減衰定数の低減で把

握できることを明らかにした。 

3） 等価粘性減衰定数の低減を簡単な係数で表し，既往

研究で提案した応答変位の予測式に乗じて評価する

ことで除荷時の剛性低下指数を考慮できる予測手法

を示した。 
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